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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）
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１．団体の概要

団体名 対馬栽培漁業振興公社（公財）
対馬地域の海域特性に合った沿岸性魚介類の種苗を安定的
に確保、供給することにより、栽培漁業の推進を図り、もって
対馬地域の沿岸漁業の振興発展に寄与することを目的に、
民法第34条に規定する財団法人を設立。平成7年度から基
金を造成し、平成11年に事業を開始した。更に、国の公益法
人制度改革に伴い特例財団法人を経て、平成26年4月1日財
団法人対馬栽培漁業振興公社を名称変更し、公益財団法人
対馬栽培漁業振興公社を設立した。

定款等に定める事業

①放流用種苗の生産配布事業
②養殖用種苗の生産販売事業
③その他この法人の目的を達成するために必要な事業

735,000

0.00

0.00

100.00

設立目的、経緯及び根拠法

℡

Fax

E-Mail

対馬市美津島町久須保池ノ浦
711-11

８１７－０３２４

長崎県

県内市町

その他

０９２０－５４－３０８６

tsm-saibai-center@sun.tcctv.ne.jp

０９２０－５４－３０８６

漁業振興

総　額

主な出資者

385,715

水産

52.48

0.00

0.00

349,285

*

　正規職員平均給料月額(千円)

　各年代別正規職員数(名)

*

職員
（名）

4 4 4

資本金・
基本金等の額

(千円)

47.52

　常勤役員報酬年額(千円)

県OB 他自治体ﾌﾟﾛﾊﾟｰ

その他
兼務

県職員

2

0

民間
非正規職員

うち県OB

派遣
県職員

R4

　正規職員平均給料月額(千円) 5

平均年齢

*

30代20代以下

２．組織・人員の状況（３月３１日現在）

民間 その他派遣県職員

R3

*

R5

9 0

兼務県職員

20 0

8

1

賞与月数

R4

R3
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【共通】

 組 織 図

評議員会 8 名

理事会 9 名 事務局

代表理事 1 名 技術職員 2 名

理事 8 名 パート職員 2 名

監事 2 名

〈当年度受入額〉 〈当年度末残高〉

貸付金

損失補償・債務保証額

１　政策目標

〇

1

2

3

２．組織・人員の状況（３月３１日現在）（続き）

３．県財政負担の状況（千円）

補助金

8,073

アコヤ：2,680千個出荷
岩ガキ：28連出荷
アラメ種糸：1巻出荷
ﾎﾝﾀﾞﾜﾗﾌﾟﾚｰﾄ：300枚出
荷

34,180放流用種苗の生産
アワビ：4.4千個出荷
アカウニ：0千個出荷
サザエ：5.6千個出荷

４．県の政策との関連性

損失補償・債務保証残高

２　県との役割分担

３　事業実施状況

県の役割

地元漁業者の要望による放流用種苗及び養殖用種苗生
産事業を実施することにより、栽培漁業の推進に貢献
し、資源の維持増大及び地域の漁業所得向上に繋げ
る。

海洋環境（海岸）の悪化により放流活動が縮小
しているため、出荷数が減少している状況。磯
やけに歯止めがかからない現状では、収益事業
による収益で補いながら公益事業の復活・拡大
に向けた取り組みが必要。

ｱｺﾔｶﾞｲについては、斃死対策による注文があっ
た。今後も生産技術の向上、販路拡大に向け努
力していく。

説明

当該法人は、県及び地元が出捐した基金の運用益で種
苗生産事業を行っているものであり、法人自らが運営し、
地元漁業者の要望に応じた放流用種苗及び養殖用種苗
生産を行うことで、地元漁業所得の向上に寄与するもの
である。

事業の評価、今後の方向性事業費(千円)

法人が実施する種苗生産配布（販売）事業において、限
られた財源で最良の効果が得られるよう、適切な指導を
行う。

団体に委ねる理由

県が直接実施するよりも効果的・効率的に事業実施可能

県が直接実施することが困難

その他

主な実績事業概要

養殖用種苗を主とす
る生産

事業名

アワビ、赤ウニ、サ
ザエ種苗生産

アコヤ、岩ガキ、ｱﾗ
ﾒ・ｶｼﾞﾒ種糸、ﾎﾝﾀﾞﾜ
ﾗ種苗生産

出資金

委託料

負担金

貸付金残高

■放流魚の生息環境や経済性を重視した種苗放流技術の確立と実施

成育適地への放流や生存率を高めるための適正サイズでの放流について、研究機関や関係県との広域的な連携
を図り、放流効果のさらなる検証を行うことにより栽培漁業を一層効果的に推進する。

団体の役割

 2  25（公財）対馬栽培漁業振興公社



出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【共通】

５．中期経営計画等の進捗状況・事業目標の達成状況 ◎　達成　　○　一部達成　　×　未達成　　－　未実施

№

○

①
②
③
④

事業費（千円）

41,102 34,180

8,073
4,241

実現できていない

概ね実現しているが未実現の部分がある

①

②

評価結果

（計画）

（実績）
放流用種苗の生産配布
事業

（計画）

事
業
目
標

③
（実績）

項目名

養殖用種苗の生産販売
事業

（計画）

（実績）

（県が期待する効果の実現）

7,943

事業費（千円）
37,828

備考R4

評価理由

項目名

40,193

8,390 5,723

（計画達成状況の判定）

R5

40,45740,872

十分実現している
 低金利のため基金の運用益が少ない上、地球温暖化等による海洋環境が
悪化や漁業不振により放流自粛で、生産・出荷が厳しい状況に陥っている
中、事業規模に見合う範囲での人員及び人件費で運営している。今後も継続
して地元漁業者への放流促進を行うとともに、市場動向に合わせた事業展開
が必要である。また、基金を取り崩している事業については効率的な運営が
求められる。

点数

-
1

合計 2

-

1

[１点]目標を１項目達成　　　　　　[２点]２項目以上達成
[１点]事業目標を１項目達成 　　 [２点]２項目以上達成

達成状況

中
期
計
画

No.

（目標値設定の根拠・考え方）

①

(R　)

③ （目標値設定の根拠・考え方）

（翌年度に向けての改善事項等）

目

標

値

(R　)
達成状況

最終年度

R5実績
目

標

値

②

（翌年度に向けての改善事項等）

No. 達成状況

項目名

④

（翌年度に向けての改善事項等）

最終年度(R　　)

R5実績

項目名

計画上の目標値R5
実績

最終年度

R5
実績

計画上の目標値

（翌年度に向けての改善事項等）

広域種については、放流効果の高い地先に集中放流を行う。

（目標値設定の根拠・考え方）

漁業者より要望があった種苗の放流を実施している。

No. 項目名

評価基準

（目標値設定の根拠・考え方）

No.

判定項目

中期経営計画の策定 [２点]中期経営計画（計画期間３年以上）を策定している

最終年度(R　　)

R3

4,490

中期経営計画の目標達成
事業目標の達成

達成状況

県が期待する効果の実現 [１点]効果を概ね実現している　 [２点]十分実現している

 3  25（公財）対馬栽培漁業振興公社



出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【公益法人会計基準適用法人用】 直近の決算日： 令和 6 年 4 月 30 日

（財務状況の判定）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

186.047,995

R4

-

対前年度比対前年度比 対前年度比金額 金額

779,103

707,969

813,080
100,000

14,874

R3 R5

（単位：千円、％）

金額

149.8722,292
-

95.42743,425
100,000
675,169

70.06
95.37

100.00

76.973,934

-
525.9610,861

227.89
5,169

17,952
109.67

100.00
94.89640,669

2,756

100,000

5,111

192.59

5,669

-
119.85

109.67
-

716

160.63
95.45

104.47

104.76

11,152

96.4496.70 765,717
113.09

83.21
82.40

12,283
793,977

12,764

-
104.02

95.57
7,946

5,169
-

95.89

1,769

7,946

34,287
-3,095

45,245

-3,095

-35,000 106.06

108.04

2,065

11,041
803,000

1,715

4,969

-32,180

2,475

2,126

-

10,958

48,819

116.17
103.69

-349.32

1,712
18,556
1,811 105.78

-155.674,818

172.12

104.26

416

数値・比率

13,133

44,064

-235.52167.00

対前年度比
点数

対前々年度比

R4

4,818

44,06448,882

判定項目
R5

数値・比率
R3

48,882-30,931
特別会計

合　　　　　　計

98.5099.67

109.38

69.04

0.0-502.18 652.28-129.89

-341.14

0.0

-35,000 106.06103.13-33,000

98.8397.98

合計 -4.0

10.89 126.66

-1.0

0.0

※判定項目ごとに評価基準に基づき採点

-1.0

0.000.00

自己収入比率(D／C)

管理費比率(G／C)

正味財産比率(B／A) 99.14

-1.0

93.9379.30

0.011,041

97.66

7,946 71.97

70.79

88.26

118.45 66.50

13.79

160.6312,764

15.62

0.00

83.86

143.51

-33,000

4,818

当期支出当期経常損益

91.15

-
0.00 2,530

69.56

71.97
747,764

-

95.04

【収支計算書等】
-

当期経常増減額(I)
経常外損益

県財政支出率(E／C)

9,189

44,064
92.68

100.8548,340

【会計単位別】
一般会計

（会計方針の変更による影響額）

当期一般正味財産増減額(J)
103.13-32,000

対前年度比

当期収入

-1.0

次期繰越収支差額(M)

各財務数値の増減理由及び各種引当金の設定状況等

90.62

115.61

-28.24

項　　　　　　　　　　目

【貸借対照表】

-155.67

44,064

71.9711,041

13,133

-30,931

13,13315,753

-30,931
35,749

48,882

160.63

-37,382 82.74

91.15

17,713

8,733

100.89

-

46,628　事業費

団体債務保証額
【正味財産増減計算書】

96.12

流動負債
　　うち短期借入金
固定負債
　　うち長期借入金

104.02

777,946

111.99
5,6694,969

735,000

　　うち金銭債権額
固定資産

　　うち退職給付引当金
負債合計

指定正味財産
7,034 16,030

770,000

821,075

６．財務の状況

95.82

数値・比率

　うち自己収入(D)

流動資産

　基本財産
　特定資産
　その他固定資産

資産合計(A)

-

-

42,253

-
0

1,848

44,064

当期一般正味財産増減額率(J／C)

当期指定正味財産増減額(K)

当期指定正味財産増減額(K)

　　うち人件費(F)
　管理費(G)
　　うち人件費(H)

5.62

当期経常増減額率(I／C) -204.28

47,933

経常費用 当期収支差額

-349.32
12,764

-32,000

216

36.69

115.29

4,818

当期収入
当期支出

当期収支差額(L)
次期繰越収支差額(M)

886

886
33,066

44,064

46,218
17,048

経常収益

経常収益(C)
　うち受託事業収入

99.83

一般正味財産
正味財産合計(B) 814,041

　うち補助金収入
　うち基本財産等運用益収入

　うち県財政支出額(E)
経常費用 48,340 100.8547,933

103.90

 4  25（公財）対馬栽培漁業振興公社



出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【共通】

７．経営内容及び事業活動についての総合判定

（団体の自己評価）

５点以上：Ａ －５点以上～５点未満：Ｂ －５点未満：Ｃ

概ね良好 改善の余地あり 一層の努力が必要

（県の評価）

※評価の内容、県評価での加点・減点、総合判定の理由

（加点・減点を行う場合は、点数及び理由を具体的に記載ください。）

総合判定

法人が実施する種苗生産事業において、限られた財源で最良の効果が得られるよう、適切な指導を行う。

「計画達成状況」「財務状況」の合計点数

※事業活動・経営の努力・今後の課題及び改善事項等

　海水温の上昇や食害魚の影響により磯焼けが進行して放流活動が自粛され、平成21年度をピークに事業収入
が減少しており、近年は基金を取り崩しながら運営を行っている。
　今後とも浜の実情に沿った種苗生産に努め、漁協や地域への売り込みを強化して種苗販売の増額を図る。併せ
て、真珠養殖用のアコヤ貝販売の強化を図り、事業収益の改善に努める。
　また、各種機器の延命化を図りながら修繕費の抑制に努めると共に、大きなウェイトを占める電気料金の低減を
図り支出抑制に努める。

総合判定 Ｂ

（今後の県の関与の方針）

合計点数

-2.0 

-2.0 

低金利のため基金の運用益が少ない上、地球温暖化等により磯焼けが進行したことから種
苗放流の自粛がみられ、厳しい状況が続いている中、事業規模に見合う範囲の人員で運営
している。
今後も地元漁業者への放流促進を行うとともに、市場動向に合わせた事業展開が必要であ
る。また、基金を取り崩している事業については効率的な運営が求められる。

Ｂ
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